
新  旧  対  照  表

三重県業務委託共通仕様書 
令和５年１１月一部改正 

◆測量業務共通仕様書

◆用地調査等業務共通仕様書

◆地質・土質調査業務共通仕様書

◆設計業務等共通仕様書

三重県 





 工 種 測量業務共通仕様書 

（R5） 

現     行 改     正（案） 備   考 

 

第１編 共通編  

 

第１章 総則 

 

第103条 受発注者の責務 

   受注者は契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十分に

理解したうえで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果

を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。 

   受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互

に確認し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

第105条 測量の基準 

   測量の基準は三重県の定める「三重県公共測量作業規程（作業

規程の準則（平成20年国土交通省告示第413号、平成23年国土交

通省告示第334号、平成25年国土交通省告示第286号、平成28年国

土交通省告示第565号及び令和2年国土交通省告示第461号により

一部改正）、三重県土地改良事業測量作業規程（農林水産省農村

振興局測量作業規程を準用）」（以下「規程」という。）第2条

の規定によるほかは監督員の指示によるものとする。 

 

 

 

第112条 打合せ等 

 ５．打合せ（対面）の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表によ

る。 

 

 

第１編 共通編  

 

第１章 総則 

 

第103条 受発注者の責務 

 １．受注者は契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十分に

理解したうえで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果

を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。 

 ２．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互

に確認し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

 ３．受注者は、測量業務の適正な実施のために必要な技術的能力の

向上、情報通信技術を活用した測量業務の実施の効率化等による

生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並びにこれらの者に係

る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境

の改善に努めなければならない。 

 

第105条 測量の基準 

    測量の基準は三重県の定める「三重県公共測量作業規程

（作業規程の準則（平成20年国土交通省告示第413号、平成

23年国土交通省告示第334号、平成25年国土交通省告示第286

号、平成28年国土交通省告示第565号、令和2年国土交通省告

示第461号及び令和5年国土交通省告示第250号により一部改

正）を準用）、三重県土地改良事業測量作業規程（農林水産

省農村振興局測量作業規程を準用）」（以下「規程」とい

う。）第2条の規定によるほかは監督員の指示によるものと

する。 

 

第112条 打合せ等 

 ５．打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 更新 
 
 
 
 
 
 
 
 
 文言削除 
 



 

  

第115条 関係官公庁への手続き等 

 ３．受注者は、測量法第十四条（実施の公示)、第二十一条（永久

標識及び一時標識に関する通知）、第二十三条（永久標識及び一

時標識の移転、撤去及び廃棄）、第三十七条（公共測量の表示

等）、第四十条（測量成果の提出）等の届出に必要な資料を作成

し監督員に提出しなければならない。また、規程第１５条に基づ

く測量成果の検定を行い、測量法第４０条に基づき、公共測量の

測量成果を国土地理院に提出作業を行う。 

 

 

 

第115条 関係官公庁への手続き等 

 ３．受注者は、測量法第十四条（実施の公示)、第二十一条（永久

標識及び一時標識に関する通知）、第二十三条（永久標識及び一

時標識の移転、撤去及び廃棄）、第三十七条（公共測量の表示

等）、第四十条（測量成果の提出）等の届出に必要な資料を作成

し監督員に提出しなければならない。また、三重県公共測量作

業規程第15条、三重県土地改良事業測量作業規程第14条に基

づく測量成果の検定を行い、測量法第４０条に基づき、公共測量

の測量成果を国土地理院に提出作業を行う。 

 

 

 
 
 更新 
 
 
 



 

 

       工 種 測量業務共通仕様書 

（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

様 式 一 覧 表 
測量業務共通仕様書

N o . 様   式   名   称 関  係  条  項 様 式 集 ペ ー ジ 

６ 委 託 業 務 打 合 せ 簿 
第102条 

第21,23,24,26,29,30,38,39項 
5 

4-1 担 当 技 術 者 届 第110条第１項 1 

4-2 経 歴 書 第110条第１項 2 

７ 記 録 簿 第112条第１～２項 6 

８ 支 給 品 引 渡 通 知 書 第112条第３項 7 

９ 支 給 品 受 領 書 第112条第３項 8 

10 支 給 品 精 算 書 第112条第３項 9 

11 支 給 品 返 納 書 第112条第３項 10 

5-1 業 務 計 画 書 第113条 3 

5-2 業 務 工 程 表 第113条 4 

18 身 分 証 明 書 第117条第４項 17 

16 電 子 媒 体 等 納 品 書 第118条 15 

36 ○ ○ 業 務 の 部 分 使 用 に つ い て （ 協 議 ） 第128条 47 

37 ○ ○ 業 務 の 部 分 使 用 に つ い て （ 承 諾 ） 第128条 48 

12 再 委 託 （ 変 更 等 ） 申 出 書 第129条 11 

13 再 委 託 に つ い て 第129条 12 

14 履 行 体 系 図 第129条 13 

15 事 故 報 告 書 第133条第８項 14 

38 履 行 報 告 書 第135条 49 

 

 

 

様 式 一 覧 表 
測量業務共通仕様書

N o . 様   式   名   称 関  係  条  項 様 式 集 ペ ー ジ 

６ 委 託 業 務 打 合 せ 簿 
第102条 

第21,23,24,26,29,30,41,42項 
5 

4-1 担 当 技 術 者 届 第110条第１項 1 

4-2 経 歴 書 第110条第１項 2 

７ 記 録 簿 第112条第１～２項 6 

８ 支 給 品 引 渡 通 知 書 第112条第３項 7 

９ 支 給 品 受 領 書 第112条第３項 8 

10 支 給 品 精 算 書 第112条第３項 9 

11 支 給 品 返 納 書 第112条第３項 10 

5-1 業 務 計 画 書 第113条 3 

5-2 業 務 工 程 表 第113条 4 

18 身 分 証 明 書 第117条第４項 17 

16 電 子 媒 体 等 納 品 書 第118条 15 

36 ○ ○ 業 務 の 部 分 使 用 に つ い て （ 協 議 ） 第128条 47 

37 ○ ○ 業 務 の 部 分 使 用 に つ い て （ 承 諾 ） 第128条 48 

12 再 委 託 （ 変 更 等 ） 申 出 書 第129条 11 

13 再 委 託 に つ い て 第129条 12 

14 履 行 体 系 図 第129条 13 

15 事 故 報 告 書 第133条第８項 14 

38 履 行 報 告 書 第135条 49 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 誤植 



       工 種 用地関係業務共通仕様書 

（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

 

第９条 この仕様書によって履行する用地調査等業務は、次の各号

に定めるところにより行うものとする。 

一 用地測量は、測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 33 条の

規定に基づく三重県公共測量作業規程（作業規程の準則（平成20年

国土交通省告示第413号、平成23年国土交通省告示第334号、平成25

年国土交通省告示第286号、平成28年国土交通省告示第565号及び令

和2年国土交通省告示第461号により一部改正)を準用）により行う

ものとし、この仕様書においては、用地測量の実施に当たって必要

となる細目を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条 この仕様書によって履行する用地調査等業務は、次の各号

に定めるところにより行うものとする。 

一 用地測量は、測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 33 条の

規定に基づく三重県公共測量作業規程（作業規程の準則（平成20年

国土交通省告示第413号、平成23年国土交通省告示第334号、平成25

年国土交通省告示第286号、平成28年国土交通省告示第565号、令和

2年国土交通省告示第461号及び令和5年国土交通省告示第250号によ

り一部改正）を準用）により行うものとし、この仕様書において

は、用地測量の実施に当たって必要となる細目を定めるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 更新 

 

 
  



       工 種 地質・土質調査業務共通仕様書 

（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

 

第１章 総則 

 

第103条 受発注者の責務 

   受注者は契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十

分に理解したうえで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所

定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなければなら

ない。 

   受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について

相互に確認し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第112条 打合せ等 

 ４．打合せ（対面）の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表

による。 

 

 

第２章 機械ボーリング 

第203条 調査等 

 ５．検尺 

（２）掘進長の検尺は、調査目的を終了後、原則として監督員が

立会のうえロッドを挿入した状態で残尺を確認した後、ロッ

ドを引き抜き、全ロッド長の確認を行うものとする。 

 

 

 第１章 総則 

 

第103条 受発注者の責務 

 １．受注者は契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十

分に理解したうえで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所

定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなければなら

ない。 

 ２．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について

相互に確認し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

 ３．受注者は、地質・土質調査業務の適正な実施のために必要

な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した地質・土質調

査業務の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の

育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他

の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなけれ

ばならない。 

 

 

第112条 打合せ等 

 ４．打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

 

 

第２章 機械ボーリング 

第203条 調査等 

 ５．検尺 

（２）掘進長の検尺は、調査目的を終了後、原則として監督員が

立会もしくは遠隔臨場のうえロッドを挿入した状態で残尺を

確認した後、ロッドを引き抜き、全ロッド長の確認を行うも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 文言削除 

 

 

 

 

 

 文言追加 

 

 

 

 



       工 種 地質・土質調査業務共通仕様書 

（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

 

第４章 サウンディング 

第２節 スウェーデン式サウンディング試験 

 

第404条 目的 

   スウェーデン式サウンディング試験は、深さ10ｍ程度の軟

弱地盤における土の静的貫入抵抗を測定し、その硬軟若しく

は締まり具合又は土層の構成を判定することを目的とする。 

 

 

第405条 試験等 

 １．試験方法及び器具は、JIS A1221（スウェーデン式サウンデ

ィング試験方法）によるものとする。 

 

 

第406条 成果物 

 成果物は、次のものを提出するものとする。 

（２）試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のJIS A1221

（スウェーデン式サウンディング試験方法）により整理し提

出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 サウンディング 

第２節 スクリューウエイト貫入試験（旧 スウェーデン式 サウン

ディング試験） 

第404条 目的 

   スクリューウエイト貫入試験（旧 スウェーデン式 サウン

ディング試験）は、深さ10ｍ程度の軟弱地盤における土の静

的貫入抵抗を測定し、その硬軟若しくは締まり具合又は土層

の構成を判定することを目的とする。 

 

第405条 試験等 

 １．試験方法及び器具は、JIS A1221（スクリューウエイト貫入

試験方法（旧 スウェーデン式 サウンディング試験方法））

によるものとする。 

 

第406条 成果物 

 成果物は、次のものを提出するものとする。 

（２）試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のJIS A1221

（スクリューウエイト貫入試験方法（旧 スウェーデン式 サ

ウンディング試験方法））により整理し提出するものとする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名称変更 

 

 

 名称変更 

 

 

 

 

 

 名称変更 

 

 

 

 

 名称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



       工 種 地質・土質調査業務共通仕様書 

（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

第２編 治山編 

第１章 総則 

 

 第2101条 適用 

   本編は、第１編共通編で定める事項に加えて、治山の地

質・土質調査業務のみに追加で適用する項目を定めたもので

ある。 

 

 第2102条 用語の定義 

   森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様

書において定義される用語のうち、「監督職員」について

は、第１編共通編第１章総則第２条における「監督員」の定

義を適用する。 

   

第２章 地すべり調査 

 

 第2201条 適用 

   治山の地すべり調査業務については、林野庁制定の「森林

整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書」の

第１編地質・土質調査業務標準仕様書 第６章に準拠する

他、別途定める特記仕様書による。 

   なお、総則については、三重県制定の「地質・土質調査業

務共通仕様書」の第１編共通編 第１章総則を適用する。 

 

 

第２編 治山編 

第１章 総則 

 

 第2101条 適用 

   本編は、第１編共通編で定める事項に加えて、治山の地質

調査業務のみに追加で適用する項目を定めたものである。 

 

 

 第2102条 用語の定義 

   森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様

書において定義される用語のうち、「監督職員」について

は、第１編共通編第１章総則第２条における「監督員」の定

義を適用する。 

   

第２章 地すべり調査 

 

 第2201条 適用 

   治山の地すべり調査業務については、林野庁制定の「森林

整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書」の

第１編地質調査業務標準仕様書 第６章に準拠する他、別途

定める特記仕様書による。 

   なお、総則については、三重県制定の「地質・土質調査業

務共通仕様書」の第１編共通編 第１章総則を適用する。 

 

 

 

 

 

 名称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名称変更 

 

 

 



       工 種 設計業務等共通仕様書 

（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

第1編  共通編 

第１章 総則 

 

第1103条 受発注者の責務 

受注者は、契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分理

解したうえで業務等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を

満足するような技術を十分に発揮しなければならない。 

受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に

確認し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

第1111条 打合せ等 

４．打合せ（対面）の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表に

よる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1編  共通編 

第１章 総則 

 

第1103条 受発注者の責務 

１．受注者は、契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十

分理解したうえで業務等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成

果を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。 

２．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相

互に確認し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

３．受注者は、設計業務等の適正な実施のために必要な技術的能

力の向上、情報通信技術を活用した設計業務等の実施の効率化等

による生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並びにこれらの

者に係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労

働環境の改善に努めなければならない。 

 

第1111条 打合せ等 

４．打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 追加 

 

 

 

 

 

 

 文言削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



       工 種 設計業務等共通仕様書 

（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

（参考）主要技術基準及び参考図書 

R2.3現在 
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№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

〔１〕共  通     

1 国土交通省制定  土木構造物標準設計 全日本建設技術協会 － 

2 土木製図基準[2009 年改訂版] 土木学会 H21.2 

3 水理公式集 平成 11 年版 土木学会 H11.11 

4 JIS ハンドブック  日本規格協会 最新版 

5 土木工事安全施工技術指針 国土交通省 R4.2 

6 建設工事公衆災害防止対策要綱の解説(土木工事編) 国土交通省 R 元.9 

7 建設機械施工安全技術指針 国土交通省 H17.3 

8 建設機械施工安全技術指針 指針本文とその解説 日本建設機械施工協会 H18.2 

9 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル  日本建設機械施工協会 H12.3 

10 土木工事共通仕様書 国土交通省 R3.3 

11 地盤調査の方法と解説（2分冊） 地盤工学会 H25.3 

12 地盤材料試験の方法と解説(2 分冊) 地盤工学会 H21.11 

13 地質・土質調査成果電子納品要領 国土交通省 H28.10 

14 公共測量  作業規程の準則 国土交通省 R2.3 

15 公共測量 作業規程の準則 基準点測量記載要領 日本測量協会 H29.4 

16 公共測量 作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日改正

版） 解説と運用 基準点測量、応用測量編 

日本測量協会 H28.3 

17 公共測量 作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日改正

版） 解説と運用 地形測量及び写真測量編 

日本測量協会 H28.3 

18 測量成果電子納品要領 国土交通省 H30.3 

19 測地成果 2000 導入に伴う公共測量成果座標変換マニ

ュアル 

国土地理院 H19.11 

20 基本水準点の 2000 年度平均成果改定に伴う公共水準

点成果改訂マニュアル(案) 

国土地理院 H13.5 

21 公共測量成果改定マニュアル 国土地理院 H26.5 

22 電子納品運用ガイドライン【業務編】 国土交通省 R2.3 

23 電子納品運用ガイドライン【測量編】 国土交通省 R3.3 

24 電子納品運用ガイドライン【地質・土質調査編】 国土交通省 H30.3 

25 2017 年制定  コンクリート標準示方書【設計編】 土木学会 H30.3 

26 2014 年制定  舗装標準示方書 土木学会 H27.10 

№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

〔１〕共  通     

1 国土交通省制定  土木構造物標準設計 全日本建設技術協会 － 

2 土木製図基準[2009 年改訂版] 土木学会 H21.2 

3 水理公式集 平成 11 年版 土木学会 H11.11 

4 JIS ハンドブック  日本規格協会 最新版 

5 土木工事安全施工技術指針 国土交通省 R5.3 

6 建設工事公衆災害防止対策要綱の解説(土木工事編) 国土交通省 R 元.9 

7 建設機械施工安全技術指針 国土交通省 H17.3 

8 建設機械施工安全技術指針 指針本文とその解説 日本建設機械施工協会 H18.2 

9 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル  日本建設機械施工協会 H12.3 

10 土木工事共通仕様書 国土交通省 R3.3 

11 地盤調査の方法と解説（2分冊） 地盤工学会 H25.3 

12 地盤材料試験の方法と解説(2 分冊) 地盤工学会 H21.11 

13 地質・土質調査成果電子納品要領 国土交通省 H28.10 

14 公共測量  作業規程の準則 国土交通省 R5.3 

15 公共測量 作業規程の準則 基準点測量記載要領 日本測量協会 H29.4 

16 公共測量 作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日改正

版） 解説と運用 基準点測量、応用測量編 

日本測量協会 H28.3 

17 公共測量 作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日改正

版） 解説と運用 地形測量及び写真測量編 

日本測量協会 H28.3 

18 測量成果電子納品要領 国土交通省 H30.3 

19 測地成果 2000 導入に伴う公共測量成果座標変換マニ

ュアル 

国土地理院 H19.11 

20 基本水準点の 2000 年度平均成果改定に伴う公共水準

点成果改訂マニュアル(案) 

国土地理院 H13.5 

21 公共測量成果改定マニュアル 国土地理院 H26.5 

22 電子納品運用ガイドライン【業務編】 国土交通省 R2.3 

23 電子納品運用ガイドライン【測量編】 国土交通省 R3.3 

24 電子納品運用ガイドライン【地質・土質調査編】 国土交通省 H30.3 

25 2017 年制定  コンクリート標準示方書【設計編】 土木学会 H30.3 

26 2014 年制定  舗装標準示方書 土木学会 H27.10 
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（R5）   

現     行 改     正（案） 備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

75 地理空間データ製品仕様書作成マニュアル 国土地理院 R 元.11 

76 製品仕様書等サンプル 基準点測量 国土地理院 R 元.11 

77 製品仕様書等サンプル 水準測量 国土地理院 R 元.11 

78 製品仕様書等サンプル 数値地形図 国土地理院 R 元.11 

79 製品仕様書等サンプル 撮影（標定点の設置、撮影、

同時調整） 

国土地理院 R 元.11 

80 製品仕様書等サンプル 写真地図作成 国土地理院 R 元.11 

81 製品仕様書等サンプル 航空レーザ測量 国土地理院 R 元.11 

82 製品仕様書等サンプル 応用測量 国土地理院 R 元.11 

83 製品仕様書等サンプル 三次元点群データ作成 国土地理院 H29.10 

84 土木工事数量算出要領（案） 国土交通省 R2.4 

85 土木工事数量算出要領 数量集計表様式（案） 国土交通省 R2.4 

86 移動計測車両による測量システムを用いる数値地形図

データ作成マニュアル（案） 

国土地理院 H24.5 

87 GNSS 測量による標高の測量マニュアル 国土地理院 H29.2 

88 電子基準点のみを既知点とした基準点測量マニュアル 国土地理院 H27.7 

89 マルチ GNSS 測量マニュアル（案）  近代化 GPS、Ga

lileo 等の活用 

国土地理院 R2.6 

90 公共測量におけるセミ･ダイナミック補正マニュアル 国土地理院 H25.6 

91 公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイド

ライン 

国土交通省 H20.4 

92 国土交通省所管公共事業における景観検討の基本方針

（案） 

国土交通省 H21.4 

93 斜面崩壊による労働災害の防止対策に関するガイドラ

イン 

厚生労働省 H27.6 

94 土木工事に関するプレキャストコンクリート製品の設

計条件明示要領（案） 

国土交通省 H28.3 

95 機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン 機械式鉄筋定着工法技術

検討委員会 

H28.7 

 

96 現場打ちコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継

手工法ガイドライン 

機械式鉄筋継手工法技術

検討委員会 

H29.3 

97 流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に関する

ガイドライン 

流動性を高めたコンクリ

ートの活用検討委員会 

H29.3 

98 建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マ

ニュアル（暫定版） 

建設工事における自然由来

重金属等含有土砂への対応
マニュアル検討委員会 

H22.3 

№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

75 地理空間データ製品仕様書作成マニュアル 国土地理院 R元.11 

76 製品仕様書等サンプル 基準点測量 国土地理院 R元.11 

77 製品仕様書等サンプル 水準測量 国土地理院 R元.11 

78 製品仕様書等サンプル 数値地形図 国土地理院 R元.11 

79 製品仕様書等サンプル 撮影（標定点の設置、撮影、

同時調整） 

国土地理院 R元.11 

80 製品仕様書等サンプル 写真地図作成 国土地理院 R元.11 

81 製品仕様書等サンプル 航空レーザ測量 国土地理院 R元.11 

82 製品仕様書等サンプル 応用測量 国土地理院 R元.11 

83 製品仕様書等サンプル 三次元点群データ作成 国土地理院 H29.10 

84 土木工事数量算出要領（案） 国土交通省 R2.4 

85 土木工事数量算出要領 数量集計表様式（案） 国土交通省 R2.4 

86 移動計測車両による測量システムを用いる数値地形図

データ作成マニュアル（案） 

国土地理院 H24.5 

87 GNSS 測量による標高の測量マニュアル 国土地理院 H29.2 

88 電子基準点のみを既知点とした基準点測量マニュアル 国土地理院 H27.7 

89 マルチ GNSS 測量マニュアル（案）  近代化 GPS、Ga

lileo 等の活用 

国土地理院 R2.6 

90 公共測量におけるセミ･ダイナミック補正マニュアル 国土地理院 H25.6 

91 公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイド

ライン 

国土交通省 H20.4 

92 国土交通省所管公共事業における景観検討の基本方針

（案） 

国土交通省 H21.4 

93 斜面崩壊による労働災害の防止対策に関するガイドラ

イン 

厚生労働省 H27.6 

94 土木工事に関するプレキャストコンクリート製品の設

計条件明示要領（案） 

国土交通省 H28.3 

95 機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン 機械式鉄筋定着工法技術

検討委員会 

H28.7 

 

96 現場打ちコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継

手工法ガイドライン 

機械式鉄筋継手工法技術

検討委員会 

H29.3 

97 流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に関する

ガイドライン 

流動性を高めたコンクリ

ートの活用検討委員会 

H29.3 

98 建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マ

ニュアル（2023 年版） 

建設工事における自然由来

重金属等含有岩石・土砂へ
の対応マニュアル改訂委員

会 

R5.3 
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№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

31 アデムウォール（補強土壁）工法設計・施工マニュア

ル 

土木研究センター H26.9 

32 プレキャストボックスカルバート設計・施工マニュア

ル(鉄筋コンクリート製・プレストレストコンクリート

製) 

全国ボックスカルバート

協会 

H30.4 

33 下水道用強化プラスチック複合管道路埋設指針（平成 1

1 年改訂） 

強化プラスチック複合管

協会 

H11.3 

    

35 下水道用硬質塩化ビニル管道路埋設指針 塩化ビニル管継手協会 H11.3 

36 プレキャストボックスカルバート設計施工要領・同解

説 

日本 PC ボックスカルバ

ート製品協会 

H24.3 

37 のり枠工の設計・施工指針 全国特定法面保護協会 H25.10 

38 道路橋示方書・同解説(Ⅰ共通編) 日本道路協会 H29.11 

39 道路橋示方書・同解説(Ⅱ鋼橋・鋼部材編) 日本道路協会 H29.11 

40 
道路橋示方書・同解説(Ⅲコンクリート橋・コンクリー

ト部材編) 
日本道路協会 H29.11 

41 道路橋示方書・同解説(Ⅳ下部構造編) 日本道路協会 H29.11 

42 道路橋示方書・同解説(Ⅴ耐震設計編) 日本道路協会 H29.11 

43 鋼道路橋疲労設計便覧 日本道路協会 R2.9 

44 鋼道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

45 鋼道路橋施工便覧（改訂版） 日本道路協会 R2.9 

46 道路橋耐風設計便覧 日本道路協会 H20.1 

47 杭基礎設計便覧 日本道路協会 R2.9 

48 杭基礎施工便覧 日本道路協会 R2.9 

49 鋼管矢板基礎設計施工便覧 日本道路協会 H9.12 

50 斜面上の深礎基礎設計施工便覧 日本道路協会 H24.4 

51 立体横断施設技術基準・同解説 日本道路協会 S54.1 

52 コンクリート道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

53 コンクリート道路橋施工便覧 日本道路協会 R2.9 

 

№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

31 アデムウォール（補強土壁）工法設計・施工マニュア

ル 

土木研究センター H26.9 

32 プレキャストボックスカルバート設計・施工マニュア

ル(鉄筋コンクリート製・プレストレストコンクリート

製) 

全国ボックスカルバート

協会 

H30.4 

33 下水道用強化プラスチック複合管道路埋設指針（平成 1

1 年改訂） 

強化プラスチック複合管

協会 

H11.3 

    

35 下水道用硬質塩化ビニル管道路埋設指針 塩化ビニル管継手協会 H11.3 

36 プレキャストボックスカルバート設計施工要領・同解

説 

日本 PC ボックスカルバ

ート製品協会 

H24.3 

37 のり枠工の設計・施工指針 全国特定法面保護協会 H25.10 

38 道路橋示方書・同解説(Ⅰ共通編) 日本道路協会 H29.11 

39 道路橋示方書・同解説(Ⅱ鋼橋・鋼部材編) 日本道路協会 H29.11 

40 
道路橋示方書・同解説(Ⅲコンクリート橋・コンクリー

ト部材編) 
日本道路協会 H29.11 

41 道路橋示方書・同解説(Ⅳ下部構造編) 日本道路協会 H29.11 

42 道路橋示方書・同解説(Ⅴ耐震設計編) 日本道路協会 H29.11 

43 鋼道路橋疲労設計便覧 日本道路協会 R2.9 

44 鋼道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

45 鋼道路橋施工便覧（改訂版） 日本道路協会 R2.9 

46 道路橋耐風設計便覧 日本道路協会 H20.1 

47 杭基礎設計便覧 日本道路協会 R2.9 

48 杭基礎施工便覧 日本道路協会 R2.9 

49 鋼管矢板基礎設計施工便覧 日本道路協会 R5.2 

50 斜面上の深礎基礎設計施工便覧 日本道路協会 H24.4 

51 立体横断施設技術基準・同解説 日本道路協会 S54.1 

52 コンクリート道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

53 コンクリート道路橋施工便覧 日本道路協会 R2.9 
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5 

4-1 担 当 技 術 者 届 第1109条第１項 1 

4-2 経 歴 書 第1109条第１項 2 

７ 記 録 簿 第1111条第１～２項 6 

5-1 業 務 計 画 書 第1112条 3 

5-2 業 務 工 程 表 第1112条 4 

18 身 分 証 明 書 第1116条第４項 17 

16 電 子 媒 体 等 納 品 書 第1117条 15 

12 再委託（変更等）申出書 第1128条 11 

13 再 委 託 に つ い て 第1128条 12 

14 履 行 体 系 図 第1128条 13 

15 事 故 報 告 書 第1132条第８項 14 

33 生 産 性 向 上 留 意 書 第1214条 44 

34 
リ サ イ ク ル 計 画 書 

（概略設計・予備設計） 
第1209条 45 

35 
リ サ イ ク ル 計 画 書 

（ 詳 細 設 計 ） 
第1209条 46 
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